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議案第１５号 

   平成３０年度銚子市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 平成３０年度銚子市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８４４，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

  平成３０年２月２６日提出 

                                                 銚子市長 越 川 信 一 



第 算

2. 手 数 料

－

1

3. 国 庫

3

支 出 金 3,400

8

2. 国 庫 補 助 金

9

3,400

－

5. 繰 入 金 224,4

歳

68

1. 一

　

般 会 計 繰 入 金 224,

入

468

6. 繰 越 金 1,100

１

1. 繰 越 金 1,100

7. 諸 収 入 4,856

1. 延滞金、加算金及び過料 12

（

2. 雑 入 4,8

単

44

歳 入 合

位

計 844,000

 

歳　出 （単位 

千

千円）

款 項 金 額

表

円

1. 総 務 費 24,

）

738

1.

款

総 務 管 理 費 23,92

項

9

2. 徴 収

金

費 809

2

額

. 後期高齢者医療広域連合 815,373

納 付 金 1. 後期高齢者医療広域連合 815,37

　

3

納 付 金

1

3. 諸 支 出 金 3

.

,589

1

後

. 償還金及び還付加算

期

金 3,589

高

4. 予 備 費 300

齢

1. 予 備 費 3

者

00

歳 出 合

医

計 844,000

療

歳

保険料 610,175

入

1. 後期高

歳

齢者医療保険料 610

出

,175

2

予

. 使 用 料 及 び 手 数 料 1
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後 期 別

険 料 610,175 5

会

69,835 40,3

計

40 72.3

歳

2. 使 用 料 及 び

入

手 数 料 1 1 0 0.0

歳

3. 国 庫

出

支 出 金 3,400 3,

予

400 0.4

算

5. 繰 入 金 22

事

4,468 222,1

高
項

81 2,287 26.

別

6

6.

明

繰 越 金 1,100 1,

細

100 0 0.1

書

7. 諸 収 入 4

（

,856 2,883 1

当

,973 0.6

　

歳 入 合 計 8

初

44,000 796,

）

000 48,000 1

齢

1

00.0

. 総　括

（歳　入）

者

（単位 千円）

医

款 本年度予

療

算額 前年度予算額 比 較

事

 割 合 (％)

－39

業

1－

特

1. 後 期 高 齢 者 医 療 保



（歳 円

1. 総 務 費

）

24,738 23,014 1,724 2.9 3,400 21,338

2. 後期高齢者医療広域連合納付金 815,373 771,083 44,290 96.6 814,27

　

3 1,100

3. 諸 支 出 金 3,589 1,603 1,986 0.4 3,589

4. 予 備 費 300 300 0 0.1 300

本

歳 出 合 計 84

出

年

4,000 796,0

度

00 48,000 10

予

0.0 3,400 83

算

9,500 1,100

額 の 財 源 内 訳

）

款 本年度予算額 前年度

（

予算額 比 較  割 合 (

単

％) 特 定 財 源
一 般 財 源

位

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の

 

他

－392－ －393

千

－



18,401 24,047 1. 現 年 度 分 442,448 現年度分

2. 普 通 徴 収 保 険 料 16

2

7,727 151,4

.

34 16,293 1.

歳

現 年 度 分 165,25

　

0 現年度分

入

（

2. 滞 納 繰 越

款

分 2,477 滞納繰越

）

分

1.

計 610,175 56

後

9,835 40,34

期

0

高

（款） 2.使用料

齢

及び手数料 （項） 2.

者

手数料

医

1. 手 数 料 1 1 0

療

1. 手 数 料 1 証明手数

保

料

険料

（款） 3.国庫

（

支出金 （項） 2.国庫

項

補助金

）

1. 国 庫 補 助 金 3

1

,400 3,400 1

.

. 国 庫 補 助 金 3,40

後

0 高齢者医療制度円滑

期

運営事業費補助金

高齢者

（款） 5.繰入金 （項

医

） 1.一般会計繰入金

療

1

保

. 事 務 費 繰 入 金 20,

険

382 22,033 △

料

1,651 1. 事 務 費

（

繰 入 金 20,382 職

単

員給与費等繰入金 18

位

,321

 

事務費繰入金 2

千

,061

円）

2. 保険基盤

節

安定繰入金 204,0

目

86 200,148 3

本

,938 1. 保険基盤

年

安定繰入金 204,0

度

86 保険基盤安定繰入

前

金

年 度

計 224,468 22

比

2,181 2,287

較 説

（款） 6.繰越金 （

明

項） 1.繰越金

区

1. 繰 越

分

金 1,100 1,10

金

0 0 1. 繰 越 金 1,1

額

00 前年度繰越金

（款） 7.諸収入 （項） 1.延滞金、加算金及び過料

1. 延 滞 金 12 12 0 1. 延 滞 金 12 普通徴収延滞金

－3

1

94－  －395－

. 特 別 徴 収 保 険 料 442,448 4



金収入 1,249

雇用保険料被保険者負担金収入 6

その他諸収入 3,589

（

－396－  －

款

397－

） 7.諸収入 （項） 2.雑入
（単位 千円）

節

目 本 年 度 前 年 度 比 較 説 明

区 分 金 額

1. 雑 入 4,844 2,871 1,973 1. 雑 入 4,844 広域連合事務費分賦



1. 一般管理費 23,929 22,164 1,765 3,400 20,529 2. 給 料 8,514 一般職　２人分

3. 職員手当等 4,237 扶養手当 240

3

通勤

.

手当 120

歳

時間

　

外勤務手当 800

出

（

期末手当 1,850

款）

勤勉手当 1,2

1

27

.総

4

務

. 共 済 費 2,507 共

費

済組合負担金 2,23

（

9

項

公務災害負担

）

金 14

1

労働保険

.

料 16

総

社会保険

務

料 238

管理費

9. 旅 費 10 普通旅

（

費

単位

11

 

. 需 用 費 483 消耗品

千

費 50

円

印刷製本

）

費 433

本 年 度

12. 役 務 費 1,5

の

00 通信運搬費

財 源 内

13. 委 託 料

　

3,605 業務委託料

訳 節

目

14.

本

使用料及び 5 有料道路

年

通行料等

度

賃 借 料

前 年 度

19.

比

負担金、補助 3,06

較

8 負担金

特

及び交

定

付金

財 源

計 23,929 2

説

2,164 1,765

明

3,400 20,52

一

9

般

（款）

財

1.総務費 （項） 2.

源

徴収費

区

1. 徴 収

分

費 809 850 △41

金

809 1. 報 酬 143

額

非常勤職員報酬

国県支

4. 共 済 費 2

出

4 労働保険料 2

金 地

社会保険料 22

方 債

 －399－－3

そ

98－

の 他



11. 需 用 費 185 消耗品費 10

印刷製本費 175

12. 役 務 費 457 通信運搬費 350

手数料 107

（款

計 809 850 △41

）

809

1

（

.

款） 2.後期高齢者医

総

療広域連合納付金 （項

務

） 1.後期高齢者医療

費

広域連合納付金

（項

1. 後期高齢者 815

）

,373 771,08

2

3 44,290 814

.

,273 1,100 1

徴

9. 負担金、補助 81

収

5,373 負担金

費
（

医療広域連合 及び交

単

付金

位

納 付 金

 千

計 8

円

15,373 771,

）

083 44,290 8

本

14,273 1,10

年

0

度

（款）

の

3.諸支出金 （項） 1

財

.償還金及び還付加算

源

金

内

1. 保険料還

　

付金 3,439 1,5

訳

73 1,866 3,4

節

39 23. 償還金、利

目

子 3,439 還付金

本 年

及び割引料

度 前 年

2. 還付加

度

算金 150 30 120

比

150 23. 償還金、

較

利子 150 還付加算金

特 定

及び割引料

財 源

計 3

説

,589 1,603 1

明

,986 3,589

一般

（款） 4.

財

予備費 （項） 1.予備

源

費

区

1. 予 備 費 3

分

00 300 0 300

金 額

計

国

300 300 0 300

県

 －401－－400

支

－

出金 地 方 債 そ の 他



１　特　別　職
（単位　千円）

期 末 手 当
年間支給率
(月 分)

　人

長 等

議 員

5 143 143 24 167 

計 5 143 143 24 167 

　人

長 等

議 員

5 128 128 21 149 

計 5 128 128 21 149 

　人

長 等

議 員

0 15 15 3 18 

計 0 15 15 3 18 

合 計区　　　分 職 員 数
報 酬 給 料 計

給　与　費　明　細　書

比 較

その他の
特 別 職

その他の
特 別 職

本 年 度

その他の
特 別 職

前 年 度

通 勤 手 当

給 与 費

共 済 費
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２　一　般　職

　⑴　総  　括
 

人
(  1)

2 

(  2)
2 

(△1)
0 

　（ 　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

（単位　千円）

区 分

本年度

前年度

比　較

（単位　千円）

給    料 職員手当 計
共　済　費 合　　計 備　考区　　分

給　　　　与　　　　費
職員数

252 

本 年 度

前 年 度

比 較

800 120 

通 勤 手 当

△ 130 

222 1,260 

△ 1,729 

職  員

手当の

内  訳 2,033 

△ 102 △ 12 

扶 養 手 当

600 

1,227 

勤 勉 手 当期 末 手 当

△ 183 200 

16,987 

8,514 4,237 

1,850 

2,507 

時間外勤務手当

240 

△ 33 

△ 1,429 

15,258 

9,943 4,367 14,310 2,677 

12,751 

△ 170 △ 1,559 
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

給 料 △ 1,429 昇給に伴う増加分 149 

制度改正に伴う増加分 26 

その他の増減分 △ 1,604 

職 員 手 当 △ 130 制度改正に伴う増減分 116 

その他の増減分 △ 246 

増 減 事 由 別 内 訳
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（単位　千円）

平均昇給率 1.79％

職員数 2人

給与改定の状況

　給料の改定率

　実施時期 平成29年4月

職員の変動等に係る増減分 職員数の異動状況

 

2人 - 人 2人

2人 - 人 2人

0人 0人 0人

給与改定に伴う支給額等の変更

扶 養 手 当 48 　配偶者に係る手当額 （改定後） 6,500円　（改定前）10,000円

　子に係る手当額 （改定後）10,000円　（改定前） 8,000円

実施時期　 平成30年4月

勤 勉 手 当 68 　支給割合 （改定後）年間1.80月分　（改定前）年間1.70月分

実施時期　 平成29年12月

扶 養 手 当 △ 60 職員の変動等に係る増減分

通 勤 手 当 △ 102 

時間外勤務手当 200 

期 末 手 当 △ 183 

勤 勉 手 当 △ 101 

説 明 備 考

本 年 度

前 年 度

増 減

（ そ の 他 ） （ 計 ）

給与改定に伴う増分

　前年度
平均0.21%

現 に 在 職
す る 職 員 数

- 405 -



⑶　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

円 円 円 円

　ウ　期末手当・勤勉手当

   (    )内は、再任用職員及び任期付短時間勤務職員

平 均 年 齢 36. 4 歳

平成30年1月1日現在

平成29年1月1日現在

平均給料月額 294,724 円

平均給与月額 321,201 円

平 均 年 齢 37. 2 歳

区 分 一般行政職

平均給料月額 293,250 円

平均給与月額 338,626 円

区 分 高 校 卒 大 学 卒
国 の 制 度

高 校 卒 大 学 卒

一般行政職 151,500 185,800 147,100 179,200

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考
6　月 12　月

本 年 度
       月分        月分        月分

有(1.075) (1.225) (2.300)
2.125 2.275 4.400

前 年 度
(1.050) (1.200) (2.250)

有
2.075 2.225 4.300

国 の 制 度
(1.075) (1.225) (2.300)

有
2.125 2.275 4.400

- 406 -



　エ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　オ　その他の手当

区 分
２０年 ２５年 ３５年

最高限度
その他の加算
措 置 等 備　考

勤続の者 勤続の者 勤続の者

支給率等

     月分      月分      月分      月分
定 年 前 早 期
退職特例措置25.556250 34.582500 49.590000 49.590000
（2%～20%加算）

国の制度 定 年 前 早 期
退職特例措置24.586875 33.270750 47.709000

通 勤 手 当 同

47.709000
(支給率等)

（3%～45%加算）

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同
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　カ　級別職員数及び標準的な職務内容

級 職員数 構成比

人 ％

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 50.0 

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 50.0 

( 1) (100.0)

( 1) (100.0)

2 100.0 

人 ％

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 50.0 

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

1 50.0 

( 1) (100.0)

( 1) (100.0)

2 100.0 

　（ 　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

1級 主 事

計

3級

2級 主 事

5級 主 査

4級
平成 30年１月１日現在

8級

7級

6級

区 分

平成 29年１月１日現在

一 般 行 政 職

1級 主 事

4級

計

3級

2級 主 事

5級 主 査

標 準 的 な
職 務 内 容

8級

6級

7級
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　キ　昇　　給

（Ａ） 2 人  

（Ｂ） 2 人  

2 人  

（Ｂ）/（Ａ） 100.0 ％  

（Ａ） 2 人  

（Ｂ） 2 人  

2 人  

（Ｂ）/（Ａ） 100.0 ％  

前

年

度

職 員 数

昇給に係る職員数

１号給

３号給

５号給

２号給

５号給

６号給

比 率

８号給

４号給

８号給

号給数別

内　　訳

２号給

号給数別

内　　訳

区 分

４号給

６号給

昇給に係る職員数

一 般 行 政 職

比 率

本

年

度

職 員 数

１号給

３号給
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